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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エネルギーを転送する方法であって、
　外部電源からエネルギーを受け取る第１の共振器構造を用意することであって、第１の
共振周波数ω１、共振波長λ１、共振幅Γ１、および第１のＱ因子Ｑ１を有する前記第１
の共振器構造を用意すること、
　前記第１の共振器構造から最短距離がＤである遠位に位置する、第２の共振器構造を用
意することであって、第２の共振周波数ω２、共振波長λ２、共振幅Γ２、および第２の
Ｑ因子Ｑ２を有する前記第２の共振器構造を用意すること、
　前記第１の共振器構造と前記第２の共振器構造との間でエネルギーを転送することであ
って、前記エネルギー転送は、それらの共振場エバネッセント・テールの結合を通して行
われ、前記第１の共振器と前記第２の共振器との間のエネルギー転送速度がκで示される
、前記転送すること、
を備え、
　Ｑ１＞１００およびＱ２＞１００であり、
　Ｄは前記共振波長λ１およびλ２のそれぞれよりも小さい、エネルギーを転送する方法
。
【請求項２】
　κ／ｓｑｒｔ（Γ１＊Γ２）＞０．２である、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
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　Ｑ１＞２００およびＱ２＞２００、およびκ／ｓｑｒｔ（Γ１＊Γ２）＞０．２である
、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　Ｑ１＞５００およびＱ２＞５００、およびκ／ｓｑｒｔ（Γ１＊Γ２）＞０．２である
、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　Ｑ１＞１０００およびＱ２＞１０００、およびκ／ｓｑｒｔ（Γ１＊Γ２）＞０．２で
ある、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　エネルギー転送装置であって、
　外部電源からエネルギーを受け取る第１の共振器構造であって、第１の共振周波数ω１

、共振波長λ１、共振幅Γ１、および第１のＱ因子Ｑ１を有する第１の共振器構造と、
　前記第１の共振器構造から、最短距離がＤである遠位に位置する第２の共振器構造であ
って、第２の共振周波数ω２、共振波長λ２、共振幅Γ２、および第２のＱ因子Ｑ２を有
する第２の共振器構造と、を備え、
　Ｑ１＞１００およびＱ２＞１００であり、
　前記第１の共振器構造と前記第２の共振器構造との間のエネルギー転送は、それらの共
振場エバネッセント・テールの結合を通して行われ、前記第１の共振器と前記第２の共振
器との間のエネルギー転送速度はκで示され、
　Ｄは前記共振波長λ１およびλ２のそれぞれよりも小さい、エネルギー転送装置。
【請求項７】
　Ｑ１＞２００およびＱ２＞２００、およびκ／ｓｑｒｔ（Γ１＊Γ２）＞０．２である
、請求項６に記載のエネルギー転送装置。
【請求項８】
　前記装置における前記共振場は電磁場である、請求項７に記載のエネルギー転送装置。
【請求項９】
　前記第１の共振器構造は容量装荷型導電性ワイヤ・ループを備え、前記第１の共振器構
造はサイズＬ1を有し、前記サイズＬ１はループの半径である、請求項８に記載のエネル
ギー転送装置。
【請求項１０】
　前記第２の共振器構造は容量装荷型導電性ワイヤ・ループを備え、前記第２の共振器構
造はサイズＬ２を有し、前記サイズＬ２はループの半径である、請求項８に記載のエネル
ギー転送装置。
【請求項１１】
　前記最短距離Ｄは少なくとも１メートルより大きい、請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記最短距離Ｄは少なくとも１メートルより大きい、請求項６に記載のエネルギー転送
装置。
【請求項１３】
　前記第１の共振器構造は、少なくとも５ＭＨｚより大きい共振周波数で駆動される、請
求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　前記第１の共振器構造は、少なくとも５ＭＨｚより大きい共振周波数で駆動されるよう
に構成される、請求項６に記載のエネルギー転送装置。
【請求項１５】
　前記第２の共振器は、モバイル無線受信機の一部である、請求項１に記載の方法。
【請求項１６】
　前記モバイル無線受信機は、ロボット、車両、又はコンピュータのいずれかである、請
求項１５に記載の方法。
【請求項１７】



(3) JP 4921466 B2 2012.4.25

10

20

30

40

50

　前記第２の共振器は、モバイル無線受信機の一部である、請求項６に記載のエネルギー
転送装置。
【請求項１８】
　前記モバイル無線受信機は、ロボット、車両、又はコンピュータのいずれかである、請
求項１７に記載のエネルギー転送装置。
【請求項１９】
　前記第１及び第２の共振器構造の共振をマッチさせるフィードバックメカニズムを加え
ることを備える、請求項１に記載の方法。
【請求項２０】
　前記第１及び第２の共振器構造の共振をマッチさせるフィードバックメカニズムを備え
る、請求項６に記載のエネルギー転送装置。
【請求項２１】
　前記第１の共振器構造がエネルギーを受け取るものである、前記外部電源をさらに備え
る、請求項６に記載のエネルギー転送装置。
【請求項２２】
　Ｑ１＞５００およびＱ２＞５００、およびκ／ｓｑｒｔ（Γ１＊Γ２）＞０．２である
、請求項６に記載のエネルギー転送装置。
【請求項２３】
　Ｑ１＞１０００およびＱ２＞１０００、およびκ／ｓｑｒｔ（Γ１＊Γ２）＞０．２で
ある、請求項６に記載のエネルギー転送装置。
【請求項２４】
　前記第１の共振器構造はサイズＬ1を有し、前記第２の共振器構造はサイズＬ２を有し
、Ｄ／Ｌ２＞１である、請求項２に記載の方法。
【請求項２５】
　κ／ｓｑｒｔ（Γ１＊Γ２）＞０．２である、請求項６に記載のエネルギー転送装置。
【請求項２６】
　前記第１の共振器構造はサイズＬ1を有し、前記第２の共振器構造はサイズＬ２を有し
、Ｄ／Ｌ２＞１である、請求項２５に記載のエネルギー転送装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、米国特許仮出願第１０／６９８、４４２号明細書（２００５年７月１２日出
願）からの優先権を主張する。この仮出願明細書は、本明細書において参照により全体と
して取り入れられている。
【０００２】
　本発明は、無線の非放射型エネルギー転送のための振動共振電磁モード、詳細には、局
在化したゆっくりとしたエバネッセント場パターンを伴う振動共振電磁モードの分野に関
する。
【背景技術】
【０００３】
　電磁気学の初期の頃、電気ワイヤ・グリッドが使用される前に、エネルギーを長い距離
に渡って無線で、どんな搬送媒体も用いずに輸送するための方式の開発に、高い関心と取
り組みが向けられていた。これらの取り組みは、成功が（たとえあったとしても）ほとん
どなかったようである。全方位アンテナの放射型モードは、情報転送に対して非常に良好
に動作する。しかしこのようなエネルギー転送に対しては、好適ではない。なぜならば、
大部分のエネルギーは、自由空間へと浪費されるからである。指向性の放射モードは、レ
ーザまたは非常に指向性のアンテナを用いている。このモードは、エネルギー転送用に効
率的に用いることが、長い距離（転送距離ＬＴＲＡＮＳ≫ＬＤＥＶ、ここでＬＤＥＶは、
装置の特徴的なサイズ）の場合でさえ可能である。しかし、遮られることがない見通し線
および移動物体の場合には複雑な追跡システムの存在が必要である。
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　近年、自律型エレクトロニクス（たとえば、ラップトップ、携帯電話、家庭用ロボット
、これらはすべて通常、化学エネルギー貯蔵に基づく）が急速に発展してきており、その
ため、この問題を再検討して調べるだけの価値が出てきている。現在、既存の電気ワイヤ
・グリッドによって、エネルギーはほとんどどこの場所へも運ばれており、中距離用の無
線非放射型エネルギー転送でさえ非常に有用となろう。現在、いくつかの重要な応用例に
おいて用いられている方式の１つは誘導に基づくものだが、非常に近距離（ＬＴＲＡＮＳ

≪ＬＤＥＶ）のエネルギー転送に限られている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の一態様によれば、電磁エネルギー転送装置が提供される。電磁エネルギー転送
装置には、外部電源からエネルギーを受け取る第１の共振器構造が含まれる。第１の共振
器構造は第１のＱ因子を有する。第２の共振器構造は、第１の共振器構造から遠位に位置
し、有用な動作電力を外部負荷に供給する。第２の共振器構造は第２のＱ因子を有する。
２つの共振器間の距離は、各共振器の特徴的なサイズよりも大きくすることができる。第
１の共振器構造と第２の共振器構造との間の非放射型エネルギー転送は、それらの共振場
エバネッセント・テールの結合を通して成立する。
【０００６】
　本発明の別の態様によれば、電磁エネルギーを転送する方法が提供される。本方法には
、外部電源からエネルギーを受け取る第１の共振器構造を用意することが含まれる。第１
の共振器構造は第１のＱ因子を有する。また本方法には、第１の共振器構造から遠位に位
置する第２の共振器構造が含まれ、有用な動作電力を外部負荷に供給することが含まれる
。第２の共振器構造は第２のＱ因子を有する。２つの共振器間の距離は、各共振器の特徴
的なサイズよりも大きくすることができる。さらに本方法には、非放射型エネルギーを、
第１の共振器構造と第２の共振器構造との間で、それらの共振場エバネッセント・テール
の結合を通して転送することが含まれる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　現時点で存在する方式とは対照的に、本発明では、局在化したゆっくりとしたエバネッ
セント場パターンを伴う長く続く振動共振の電磁モードを用いて無線非放射型エネルギー
転送を行なう実現性が示される。この技術の基礎は、２つの同じ周波数の共振物体は結合
する傾向があるが、他の非共振環境の物体とは相互作用が弱いということである。本発明
の目的は、具体例を用いてこのメカニズムを定量化することであり、すなわち以下の質問
に定量的に対処することである。このような方式は、どのくらいの距離まで効率的であり
得るのか、また外乱に対してどれほど敏感であるのか、である。詳細な理論解析および数
値解析によって、中距離（ＬＴＲＡＮＳ≒数ＬＤＥＶ）の無線エネルギー交換は、実際に
実現可能であり、他の非共振物体へのエネルギーの比較的小さい転送および放散のみを被
るということが示される。
【０００８】
　近接場の全方向性であるが静的である（非損失性の）性質によって、このメカニズムは
、モバイル無線受信機に対して好適なものとなっている。その結果、種々の応用例が考え
られる。たとえば、有線の電気ネットワークに接続された供給源を工場室の天井に配置し
て、一方で、ロボット、車両、コンピュータなどの装置が部屋の中を自由に移動すること
である。他の考えられる応用例には、電気エンジン・バス、ＲＦＩＤ、およびおそらくは
ナノ・ロボットでさえ含まれる。
【０００９】
　本発明の無線エネルギー転送方式の範囲および割合は、利用システムから動作へのエネ
ルギー排出をまだ考えずに、検討する第１の主題である。共振物体間でのエネルギーの交
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弱結合アプローチである。図１は、本発明の一般的な説明を示す概略図である。本発明で
は、供給源および装置を用いてエネルギー転送を行なう。供給源１および装置２は両方と
も、共振器構造であり、互いから距離Ｄだけ離れている。この配置では、供給源１および
装置２のシステムの電磁場は、以下のように近似される。Ｆ（ｒ，ｔ）≒ａ１（ｔ）Ｆ１

（ｒ）＋ａ２（ｔ）Ｆ２（ｒ）。ここで、Ｆ１，２（ｒ）＝［Ｅ１，２（ｒ）Ｈ１，２（
ｒ）］は、供給源１および装置２の単独の固有モードである。そして電磁場振幅ａ１（ｔ
）及びａ２（ｔ）は、「結合モード理論」を満たすように示される。
【００１０】
【数１】

ここで、ω１，２は個々の固有周波数であり、Γ１，２は、物体の固有の（吸収、放射な
どの）損失に起因する共振幅であり、κ１２，２１は結合係数であり、κ１１，２２は、
各物体の複素周波数のシフト（他方の存在に起因する）をモデリングしている。
【００１１】
　方程式１のアプローチは、多くの場合に、同様の複素固有周波数（すなわち｜ω１－ω

２｜≪｜κ１２，２１｜およびΓ１≒Γ２）（共振がかなり明確である）（すなわちΓ１

，２＆Ｉｍ｛κ１１，２２｝≪｜κ１２，２１｜）の物体に対して、および弱結合の範囲
（すなわち｜κ１２，２１｜≪ω１，２）において、共振現象の優れた記述を与えるもの
として示されている。同時に、これらの要求によって、エネルギー転送に対する最適な動
作も可能になる。また方程式（１）が示すのは、エネルギー交換が、正確な共振（ω１＝
ω２およびΓ１＝Γ２）においてほぼ完璧となり得ること、および「結合時間」がすべて
の「損失時間」よりもはるかに短いときに損失は最小になることである。したがって、本
発明で必要とする共振モードは、低い固有損失率Γ１，２に対して高Ｑ＝ω／（２Γ）を
有する共振モードであって、エバネッセント・テールが２つの物体の特徴的なサイズＬ１

およびＬ２よりも著しく長いことが、強結合率｜κ１２，２１｜に対して、長い距離Ｄに
渡って成り立つような共振モードである。なおＤは、２つの物体間の最も近い距離である
。これは、広く調べられてはこなかった動作領域である。なぜならば通常は、近くの装置
との干渉を最小にするために短いテールが好まれるからである。
【００１２】
　ほとんど無限の大きさの物体（たとえば誘電体導波路）は、エバネッセント・テールが
物体から離れる方向に指数関数的に（カットオフ近くに調整された場合にはゆっくりと）
減衰するガイドされたモードをサポートし、またほとんど無限のＱを有する。本発明のエ
ネルギー転送方式を実施する上で、このような幾何学的配置は、特定の応用例に対しては
好適であるが、通常は、有限の物体、すなわち位相幾何学的にどこの場所でも空気に囲ま
れている物体の方が、適切である。
【００１３】
　残念ながら、有限の大きさの物体は、空気のすべての方向で指数関数的に減衰する電磁
状態をサポートすることはできない。なぜならば、自由空間では
【００１４】
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【数２】

だからである。このため、無限Ｑの状態はサポートできないということが示される。しか
し、非常に長く続く（いわゆる「高Ｑ」の）状態を見出すことができる。この状態では、
テールが、共振物体から離れるにつれて進む必要な指数関数的な減衰を示しており、この
減衰が、十分に長い距離に渡って、テールが振動性（放射性）となる前に生じている。制
限面（電磁場の挙動でこの変化が起こる場所）は、「放射火面」と呼ばれる。無線エネル
ギー転送方式が、非近接／放射場ではなくて近接場に基づくためには、結合される物体間
の距離は、一方が他方の放射火面内にあるようなものでなければならない。
【００１５】
　本発明は非常に一般的なものであり、前記の要求を満たすものであればどんなタイプの
共振構造も、本発明を実施するために用いることができる。例としておよび明確にするた
めに、良く知られているが全く異なる２つの電磁共振システムを扱うことを選んでも良い
。すなわち、誘電体ディスクおよび容量装荷型導電性ワイヤ・ループである。たとえ最適
化されていなくても、またそれらの単純さにもかかわらず、両方とも、かなり良好な性能
を示すものと示される。システムの差は主として、現実的な考察により適用可能な周波数
範囲内にある。このような考察はたとえば、誘電体が主流の光学領域においてなされる。
なぜならば、導電性材料は非常に損失が大きいからである。
【００１６】
　半径ｒおよび誘電率εの２Ｄの誘電体ディスク・キャビティが空気に囲まれて、高Ｑの
ウィスパーリング・ギャラリー・モードをサポートする場合を考える。これを図２Ａに示
す。このようなキャビティを、両方の解析モデリングを用いて調べる。たとえば円筒座標
における変数の分離および境界条件の適用と、詳細な数値有限差分時間領域（ＦＤＴＤ）
シミュレーション（分解能が３０ｐｔｓ／ｒ）とである。なお３Ｄの場合の物理は、著し
く異なるわけではないだろうが、解析上の複雑さおよび数値的な要求が、非常に増えるで
あろう。２つの方法を、いわゆる「漏洩」固有モードの複素固有周波数および電磁場パタ
ーンに適用した結果は、対象とする種々の幾何学的配置およびパラメータに対して、互い
に非常に良く一致している。
【００１７】
　放射方向のモードの減衰長によって、結合強度κ≡｜κ２１｜＝｜κ１２｜が決定され
、この減衰長は波長のオーダーである。したがって、近接場結合がキャビティ間で生じる
ことが、キャビティ同士の距離がそれらのサイズよりもはるかに長い場合に起こるために
は、サブ波長のサイズの共振物体（ｒ≪λ）が必要となる。高放射Ｑおよび長テールのサ
ブ波長共振の実現が可能となるのは、誘電率εが実際に可能な程度に大きく、（主数ｍの
）方位電磁場の変化が遅い（すなわちｍが小さい）ときである。
【００１８】
　このようなＴＥ偏光された誘電体キャビティ・モードの例は、Ｑｒａｄ＝１９９２およ
びλ／ｒ＝２０（ε＝１４７．７およびｍ＝２を用いる）という好都合な特性を有するも
のであり、図２Ａに示される。この例は、この種類の共振物体に対するその後のすべての
計算における「テスト」キャビティ１８となる。好適なキャビティの別の例は、Ｑｒａｄ

≒９１００およびλ／ｒ≒１０（ε≒６５．６１およびｍ＝３を用いる）を有する。これ
らのεの値は、最初は非現実的に大きいものに見えるかも知れない。しかし、マイクロ波
領域（メートル領域の結合応用例に対して適切である）において、相当に十分高い誘電率
と低損失の両方を有する多くの材料が存在する（たとえば、チタニア（ε≒９６、Ｉｍ｛
ε｝／ε≒１０－３）、バリウム・テトラチタネート（ε≒３７、Ｉｍ｛ε｝／ε≒１０
－４）、タンタル酸リチウム（ε≒４０、Ｉｍ｛ε｝／ε≒１０－４）など）だけでなく
、その代わりに、ｓが、他の知られているサブ波長（λ／ｒ≫１）の表面－波システムの
効果的な屈折率を表わすことができる。このようなシステムは、たとえば金属様（負のε
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）材料または金属誘電体複合体フォトニック結晶の表面上の表面プラズモン・モードであ
る。
【００１９】
　材料吸収に関しては、マイクロ波における典型的な損失正接（たとえば、前述の材料に
対して列挙されたもの）により、Ｑａｂｓ～ε／Ｉｍ｛ε｝～１００００が示唆される。
放射および吸収の効果を組み合わせると、前述の解析によって、適切にデザインされた共
振装置の物体ｄに対して、Ｑｄ～２０００の値が実現可能だろうということが示される。
ただし共振源ｓは、実際には移動できないことが多く、その認められる幾何学的配置およ
びサイズの制約に対する厳しさは通常、装置のデザインの制約の場合よりもはるかに小さ
い。したがって、放射性損失を無視できるほどに小さくデザインして、Ｑｓ～１００００
を実現し、吸収のみによって限定されるようにすることはできると仮定することは妥当で
ある。
【００２０】
　次に、実現可能なエネルギー転送速度を計算するために、２つのキャビティ２０、２２
をそれらの中心間の距離がＤとなるように配置する。これを図２Ｂに示す。したがって、
組み合わせたシステムの通常のモードは、当初のモードの偶数の重ね合わせおよび奇数の
重ね合わせであり、それらの周波数は、結合係数κ（これを計算しようと思っている）に
よって割られる。解析的には、結合モード理論によって、誘電性物体に対して、以下が与
えられる。
【００２１】
【数３】

ここで、ε１，２（ｒ）は、バックグラウンドの誘電体を除く（自由空間）の物体１単独
または物体２単独のみの誘電関数を示し、ε（ｒ）は、両物体が存在する空間全体の誘電
関数を示す。数値的には、ＦＤＴＤシミュレーションを用いて、キャビティの一方を励起
して他方へのエネルギー転送時間を計算することによってか、または割られた通常モード
の周波数を決定することによって、κを求めることが可能である。「テスト」ディスク・
キャビティの場合、放射火面の半径ｒｃはｒｃ≒１１ｒであり、非放射型結合Ｄ＜ｒｃの
場合には、したがってここでは、Ｄ／ｒ＝１０、７、５、３を選択することができる。そ
して、図３のモード（２つのキャビティを接続するラインについては奇数である）の場合
、解析的な予測は、ω／２κ＝１６０２、７７１、２９８、４８であり、一方で数値的な
予測はそれぞれ、ω／２κ＝１７１７、７７０、２９８、４７であり、このように２つの
方法は良く一致している。当初の２つのキャビティ・モードの放射場は干渉して、それら
の相対的な位相および振幅に応じて、増大または減少する。その結果、正味の放射損失も
増加または減少することになる。したがって、任意のキャビティ距離に対して、偶数およ
び奇数の通常モードのＱｓは、当初の単一キャビティのＱ＝１９９２よりも、１つは大き
く、１つは小さいが（結合モード理論では表現されない現象）、平均のΓが常にほぼΓ≒
ω／（２Ｑ）となるようになっている。したがって、対応する結合対損失比は、κ／Γ＝
１．１６、２．５９、６．６８、４２．４９である。これらの値は、理想的な動作領域κ
／Γ≫１に入ることはないが、実現値はやはり十分に大きく、応用例にとって有用なもの
である。
【００２２】
　半径ａの円形断面の導電性ワイヤからなる半径ｒのＮ個のコイルのループ１０または１
２を空気が取り囲む場合を考える（図３に示す）。このワイヤのインダクタンスは、Ｌ＝
μ０Ｎ２ｒ［ｌｎ（８ｒ／ａ）－２］である。ここで、μ０は、自由空間の透磁率である
。したがって、ワイヤをキャパシタンスＣに接続することによって、ループ共振が、周波
数ω＝１／（ＬＣ）１／２で起こる。共振の性質は、コンデンサにかかる電圧によるコン
デンサ内部の電場から、ワイヤ内の電流による自由空間内の磁場へとエネルギーが周期的
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に交換されることにある。この共振システムにおける損失は、ワイヤ内部のオーミック損
失と自由空間への放射性損失とからなる。
【００２３】
　非放射型結合の場合、近接場領域を用いなければならず、領域の大きさは、大まかに波
長λによって設定される。したがって、好ましい動作領域はループが小さい場所（ｒ≪λ
）である。このような範囲において、２つの損失経路に付随する抵抗はそれぞれ、Ｒｏｈ

ｍ＝｛μ０ρω／２｝１／２Ｎｒ／ａおよびＲｒａｄ＝π／６ηｏＮ２（ωｒ／ｃ）４で
ある。ここでρは、ワイヤ材料の抵抗率であり、η０≒１２０πΩは、自由空間のインピ
ーダンスである。したがって、このような共振の品質係数は、Ｑ＝ωＬ（Ｒｏｈｍ+Ｒｒ

ａｄ）となり、システム・パラメータによって決定されるある周波数において最も高くな
る。それより低い周波数では、オーム損失が支配的であり、それより高い周波数では放射
が支配的である。
【００２４】
　マイクロ波における粗い推定を行なうために、銅（ρ＝１．６９×１０－８Ωｍ）ワイ
ヤからなる１つのコイル（Ｎ＝１）を用いることができる。そしてｒ＝１ｃｍおよびａ＝
１ｍｍ（たとえば携帯電話に対して適切である）の場合、品質係数は、ｆ＝３８０ＭＨｚ
において最大値Ｑ＝１２２５となり、ｒ＝３０ｃｍおよびａ＝２ｍｍ（ラップトップまた
は家庭用ロボットに対する）の場合、ｆ＝１７ＭＨｚにおいてＱ＝１１０３となり、一方
でｒ＝１ｍおよびａ＝４ｍｍ（部屋天井上で供給源ループとなり得る）の場合、ｆ＝５Ｍ
ＨｚにおいてＱ＝１３１５となる。このように一般に、予想される品質係数は、Ｑ≒１０
００～１５００（λ／ｒ≒５０～８０において）であり、すなわち近接場結合にとって好
適である。
【００２５】
　２つのループ１０および１２がそれらの中心間の距離Ｄで配置されている（図３に示す
）ときのループ間のエネルギー転送の速度は、κ１２＝ωＭ／２（Ｌ１Ｌ２）１／２で与
えられる。ここでＭは、２つのループ１０および１２の相互インダクタンスである。ｒ≪
Ｄ≪λという範囲において、準静的な結果Ｍ＝π／４μ０Ｎ１Ｎ２（ｒ１ｒ２）２／Ｄ３

を用いることができる。この式は、ω／２κ～｛Ｄ／（ｒ１ｒ２）１／２｝３を意味する
。たとえば、Ｄ／＝１０、８、６を再び選択することによって、ｒ＝１ｃｍの２つのルー
プ（前に用いたのと同じ）に対して、ω／２κ＝３０３３、１５５３、６５５がそれぞれ
得られ、ｒ＝３０ｃｍに対してω／２κ＝７１３１、３６５１、１５４０が得られ、また
ｒ＝１ｍに対して、ω／２κ＝６４８１、３３１８、１４００が得られる。対応する結合
対損失比のピーク（単一ループのＱが最大になる周波数における）は、３つのループの種
類および距離に対して、κ／Γ＝０．４、０．７９、１．９７、および０．１５、０．３
、０．７２、および０．２、０．４、０．９４である。異なるループの例は、ｒ＝１ｍ（
天井上の供給源）ループとｒ＝３０ｃｍ（フロア上の家庭用ロボット）ループとが距離Ｄ
＝３ｍ（部屋の高さ）だけ離れている場合であり、このときκ／（Γ１Γ２）１／２＝０
．８８がｆ＝６．４ＭＨｚで最大となる。この値は個々のＱのピークの間である。この場
合も、これらの値は最適な領域κ／Γ≫１にはないが、十分なものであると示される。
【００２６】
　エネルギー転送に対して、この誘導方式とすでに使用されている近距離誘導方式との差
として、後者の方式は非共振であるということを理解することは重要である。結合モード
理論を用いて、以下のことが容易に示される。幾何学的配置と固定供給源に貯蔵されるエ
ネルギーとを保ったままで、現在提案している共振結合誘導メカニズムによって、Ｑとし
て、従来の非共振メカニズムと比べてほぼ１０００倍の電力を、装置での動作に対して送
出することができる。これが、中距離用のエネルギー転送が可能となる理由である。容量
装荷型導電性ループは実際、共振アンテナとして広く使用されている（たとえば携帯電話
において）。しかしこれらの動作は非近接場領域（ｒ／λ～１）においてであり、放射Ｑ
は、アンテナを効率的にするために意図的に小さくデザインされている。そのため、それ
らはエネルギー転送にとっては適切ではない。
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【００２７】
　明らかに、本発明の共振に基づく無線エネルギー転送方式の成功は、物体の共振が確固
としていることに強く依存する。したがって、偶発的な非共振の外来物体が近接して存在
する場合、そのことに対する共振の感度は、提案した方式の解析すべき別の態様である。
外来物体の共振物体との相互作用は、方程式（１）における結合モード理論モデルを変更
することで得られる。なぜならば、外来物体は明確な共振がないかまたは共振とはほど遠
く、共振物体と外来物体との間のエネルギー交換は最小であるため、方程式（１）におけ
るκ１２の項を落とすことができるからである。共振物体内の電磁場振幅ａ１（ｔ）に対
する適切な解析モデルは以下のようになる。
【００２８】
【数４】

　すなわち、外来物体の影響は、単に共振物体の共振に対する摂動であり、２つの部分か
らなる。第１に、外来物体は、その共振周波数を、κ１１の実部を通してシフトすること
によって、他の共振物体からずらす。これは、フィードバック・メカニズムをすべての装
置に設けることでかなり容易に修正できる問題である。フィードバック・メカニズムは、
その周波数を、たとえば幾何学的配置をわずかに変えることによって補正して、供給源の
それとマッチさせる。第２に、外来物体は、強制的に、共振物体にモードのエネルギーを
失わせる。これは、外来物体内の誘電分極または電流を通して外来物体からの放射へと消
散させることにより、およびκ１１の虚部を通して外来物体内で材料の吸収が生じること
により、起こる。このＱの減少は、エネルギー転送方式の機能に対して有害な影響を及ぼ
す可能性がある。なぜならば、それは修復できないからである。したがってその大きさを
定量化しておかなくてはならない。
【００２９】
　検討した共振物体の第１の例では、誘電体ディスクの種類、小型、低屈折率、低材料損
失、またははるか遠くに散在する物体によって、小さい散乱および吸収が誘起される。し
たがって、Ｑを減少させる上でさらに危険な現実的なケースを検討するために、「テスト
」誘電体ディスク・キャビティ４０を次の近くに配置することができる。ａ）別の非共振
物体４２（たとえば人間）であって、大きなＲｅ{ε}＝４９およびＩｍ｛ε｝＝１６を有
し、同じサイズだが異なる形状のもの（図４Ａに示す）、ｂ）粗面化された表面４６（た
とえば壁）であって、大きい広さであるが小さいＲｅ｛ε｝＝２．５およびＩｍ｛ε｝＝
０．０５であるもの（図４Ｂに示す）。
【００３０】
　解析的には、小さい摂動と相互作用する物体の場合、散乱により減少した放射Ｑの値は
、以下の分極を用いて推定することができる。
【００３１】
【数５】

これは、外来物体Ｘ＝４２内部の共振キャビティ１または粗面化された表面Ｘ＝４６によ
って誘起されるものである。検討したケースにおいて、外来物体の屈折率またはサイズは
大きいため、これらの一次摂動理論の結果は、十分に正確ではないであろう。したがって
、数値ＦＤＴＤシミュレーションにのみ頼ることができる。これらの物体内部の吸収Ｑは
、以下の式から推定することができる。
【００３２】
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【数６】

　これらの方法を用いて、キャビティと外来物体との中心間の距離Ｄ／ｒ＝１０、７、５
、３に対して、次のことを見出すことができる。Ｑｒａｄ＝１９９２は減少して、Ｑｒａ

ｄ＝１９８８、１２５８、７０２、２２６にそれぞれなること、および物体内部の吸収率
は、Ｑａｂｓ＝３１２５３０、８６９８０、２１８６４、１６６２であることである。こ
れはすなわち、キャビティの共振が、高屈折率および／または高損失の外来物体から有害
に乱されることは、（おそらく移動可能な）物体がキャビティの非常に近くまで来ない限
り起こらない、ということである。キャビティから、粗面化された表面までの距離Ｄ／ｒ
＝１０、７、５、３、０に対して、次のことが見出される。すなわち、それぞれＱｒａｄ

＝２１０１、２２５７、１７６０、１１１０、５７２であり、およびＱａｂｓ>４０００
である。これはすなわち、当初の共振モードに対する影響は、キャビティが表面上に埋め
込まれる極端な場合であっても満足できる程度に低い、ということである。なお金属物体
が近接する場合も、共振場を著しく散乱することがあり得るが、簡単のために、このよう
な物体は存在しないと仮定することができる。
【００３３】
　次に、組み合わせシステムとして、共振源の物体ｓを用いてエネルギーを共振装置の物
体ｄまで無線で転送するが、非共振の外来物体ｅが存在するシステムを想定する。ｅに由
来するすべての外来的な損失メカニズムの強度は、｜Ｅｓ（ｒｅ）｜２によって、共振源
のテールの小さい振幅（外来物体の位置ｒｅにおいて値が求められる）の２乗を用いて決
定されることが分かる。対照的に、供給源から装置へ送られるエネルギーの共振結合の係
数は、同じオーダーのテール振幅｜Ｅｓ（ｒｄ）｜（装置の位置ｒｄにおいて値が求めら
れる）によって決定されるが、今回は２乗しない。したがって、供給源から装置までおよ
び供給源から外来物体までの距離が等しい場合、装置とのエネルギー交換に要する結合時
間は、外来物体内部の損失の蓄積に必要な時間よりもはるかに短い。これは特に、共振場
の振幅が、供給源から離れるにつれて指数関数的に減衰する場合に、当てはまる。性能を
実際に最適化することは、システムのデザインを、供給源ではテールを短く装置ではテー
ルを長くして望ましい結合が実現されるように行なうことで可能である。その結果、残り
の物体から供給源に対してなされる干渉は最小となる。
【００３４】
　前述の考え方は、誘電体ディスク・キャビティの場合には、図２Ａ、２Ｂと図４Ａ、４
Ｂとを組み合わせるシミュレーションによって検証することができる。すなわち２つの（
供給源－装置の）「テスト」キャビティ５０が１Ｏｒだけ離れて配置され、それらの間に
同じサイズの外来物体５２（ε＝４９）が、大きな粗面化された表面５６（ε＝２．５）
から距離５ｒのところに存在するシミュレーションである（図５に示す）。その結果、当
初の値であるＱ＝１９９２、ω／２κ＝１７１７（したがってκ／Γ＝１．１６）は減少
して、Ｑ＝７６５、ω／２κ＝９６５（したがってκ／Γ＝０．７９）になる。この変化
は、考えられる外部摂動の大きさを考慮すると、満足できる程に小さく、またシステム・
デザインが最適化されてはいないので、結合対損失比の最終値は期待できる値であり、こ
の方式はエネルギー転送に対して有用であり得る。
【００３５】
　説明している共振物体の第２の例である導電性ワイヤ・ループでは、共振に対する外来
物体の影響はほとんどない。この理由は、考察中の動作の準静的領域（ｒ≪λ）では、ル
ープを囲む空気領域での近接場が主に磁場だからである。なぜならば、電場はコンデンサ
の内部に局在化されるからである。したがって、外来物体として、この場と相互作用する
ことができ共振に対する摂動として働くものは、著しい磁気特性（透磁率Ｒｅ｛μ}＞１
または磁気損失Ｉｍ｛μ}＞０）を有するものである。良く知られている材料はほとんど
すべて非磁性であるため、磁場に対するそれらの応答は自由空間の場合と同じように行な
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われ、したがって導電性ワイヤ・ループの共振を乱すことはない。これらの共振に影響す
ると予想される唯一の摂動は、大きな金属構造が近接することである。
【００３６】
　前記した事実の極めて重要な意味は、人間に対する安全性の配慮に関する。人間はまた
非磁性であり、わずかな危険も被ることなく強力な磁場に耐えることができる。これは明
らかに、この種類の共振システムが現実の多くの応用例に対して有する優位性である。他
方で、高い（効果的な）屈折率の誘電体システムには、次のような優位性がある。すなわ
ち、システムの効率は、大きな値κ／Ｔが実現されたことから判断すると、もっと高いよ
うに思われること、およびシステムは、はるかに短い長さスケールに対しても適用できる
ことであり、前記した通りである。
【００３７】
　次に、共振源ｓおよび装置ｄの組み合わせシステムを、人間ｈおよび壁がある場合につ
いて再び考えてみる。まず、この共振に基づくエネルギー転送方式の効率を、エネルギー
が使用装置から作業動作へと排出されている場合について、調べてみる。すでに求めたパ
ラメータを用いることができる。誘電体ディスクの場合、供給源における吸収が主体の損
失はＱｓ～１０４、装置における放射が主体の損失はＱｄ～１０３（人間および壁からの
散乱を含む）、人間における供給源および装置エネルギーの吸収はＱｓ－ｈ、Ｑｄ－ｈ～
１０４～１０５（物体からそれほど近くないその人間の距離に依存する）、および壁内で
は無視できる吸収損失。導電性ワイヤ・ループの場合、Ｑｓ～Ｑｄ～１０３であり、人間
および壁からの摂動は無視できる。対応する損失率Γ＝ω／２Ｑ、距離依存性の結合κ、
および動作電力が取り出される速度Γｗを用いて、装置の電磁場振幅に対する結合モード
理論方程式は以下のようになる。
【００３８】
【数７】

　種々の一時的な方式を用いて、装置から電力を取り出すことができ、それらの効率は、
組み合わせシステムのパラメータに対して種々の依存性を示す。ここで、定常状態を想定
して、供給源内部の電磁場振幅が一定に維持されるようにすることができる。すなわちａ

ｓ（ｔ）＝Ａｓｅ－ｉωｔであり、したがって装置内部の電磁場振幅は、ａｄ（ｔ）＝Ａ

ｄｅ－ｉωｔ（ここでＡｄ＝ｉκ／（Γｄ＋Γｄ－ｈ＋Γｗ）Ａｓとなる。したがって、
供給源で損失される電力はＰｓ＝２Γｓ｜Ａｓ｜２であり、装置ではＰｄ＝２Γｄ｜Ａｄ

｜２であり、人間において吸収される電力はＰｈ＝２Γｓ－ｈ｜Ａｓ｜２＋２Γｄ－ｈ｜
Ａｄ｜２であり、有用な取り出される電力は、Ｐｗ＝２Γｗ｜Ａｄ｜２である。エネルギ
ー保存から、システムに入る総電力は、Ｐｔｏｔａｌ＝Ｐｓ＋Ｐｄ＋Ｐｈ＋Ｐｗとなる。
全体の損失率として、Γｔｏｔ

ｓ＝Γｓ＋Γｓ－ｈおよびΓｔｏｔ
ｄ＝Γｄ＋Γｄ－ｈを

示す。目標とする応用例に応じて、動作排出率として、Γｗ＝Γｔｏｔ
ｄを選択して、共

振物体内に貯蔵される必要なエネルギーが最小になるようにするか、またはΓｗ＝Γｔｏ

ｔ
ｄ｛（１＋κ２）／（Γｔｏｔ

ｓΓｔｏｔ
ｄ）｝１／２＞Γｔｏｔ

ｄを選択して、有用
対損失電力の比率、すなわち効率ηｗ＝Ｐｗ／Ｐｔｏｔａｌがκのある値に対して最大に
なるようにしなければならない。２つの異なる選択に対する効率ηを、κ／Γｄ性能指数
の関数として、図６Ａおよび６Ｂにそれぞれ示す。性能指数それ自体は、供給源－装置距
離に依存する。
【００３９】
　図６Ａおよび６Ｂには、誘電体ディスクのシステムにおいて最適の効率を選択する場合
、効率は大きくなる可能性がある（たとえば少なくとも４０％である）ことが示されてい
る。人間内部のエネルギーの放散は十分に小さく、５％未満が、値κ／Γｄ＞１およびＱ

ｈ＞１０５に対して、すなわち中距離の供給源－装置距離（Ｄｄ／ｒ＜１０）、および最
大の人間－供給源／装置距離（Ｄｈ／ｒ＞８）に対して、得られる。たとえば、Ｄｄ／ｒ
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＝１０およびＤｈ／ｒ＝８において、１０Ｗを負荷に送らなければならない場合には、図
６Ｂより、～０．４Ｗが人間内部で放散され、～４Ｗが供給源内部で吸収され、－２．６
Ｗが自由空間に放射される。導電性ワイヤ・ループのシステムの場合、実現される効率は
もっと小さく、κ／Γｄ≒１の場合に－２０％である。しかし著しく優位なことは、人間
内部のエネルギーの放散がないことであり、前述した通りである。
【００４０】
　共振物体のデザインを最適化すれば、なおいっそう良好な性能が実現可能であろう。ま
た、放射Ｑがもっと大きい通常モードの周波数における連続波動作などの結合された物体
の放射場間の前述した干渉効果を利用することによって、システム全体の機能をさらに改
善することができる。このように、本発明の無線エネルギー転送方式は多くの最新の応用
例に対して有望である。検討した事柄はすべて、静的な幾何学的配置に対するものである
が、結果はすべて、移動可能な物体の動的な幾何学的配置に対して直接適用することがで
きる。なぜならば、エネルギー転送時間κ－１～１μｓは、巨視的な物体の移動に付随す
るどんな時間スケールよりもはるかに短いからである。
【００４１】
　本発明は、中距離用の無線非放射型エネルギー転送に対する共振に基づく方式を提供す
る。非常に単純な実施上の幾何学的配置を分析すれば、提案したメカニズムの潜在的な適
用性に対して有望な性能特性が得られる。たとえば、巨視的な世界では、この方式を用い
て電力を、工場室内のロボットおよび／もしくはコンピュータに、またはハイウェイ上の
電気バス（この場合、供給源キャビティは、ハイウェイ上方を伝わる「パイプ」となるで
あろう）に送ることができる。微視的な世界では、はるかに短い波長が使用され、より小
さい電力が必要とされるが、それを用いて、ＣＭＯＳエレクトロニクスに対する光学的な
相互接続を実施すること、あるいはエネルギーを自律的なナノ物体に転送することを、供
給源と装置との間の相対的な位置合わせをそれほど気にすることなく、行なうことができ
る。またエネルギー転送距離は、物体のサイズと比較してさらに長くなることができる。
なぜならば、誘電体材料のＩｍ｛ε（ω）｝は、必要とされる光周波数では、マイクロ波
周波数の場合よりも、はるかに小さいからである。
【００４２】
　将来の科学研究の立場として、異なる材料システムについて、性能強化または異なる範
囲の適用性を調べなくてはならない。たとえば、プラズモニック・システムを検討するこ
とによって性能を著しく向上させることも可能であり得る。このようなシステムでは、多
くの場合、それらの表面上での電磁場の空間的変化は、自由空間の波長よりもはるかに短
くなることができる。まさにこの特徴が、必要なスケール分離を可能にする。共振物体は
、その電磁場の指数関数的なテールよりも著しく小さくなることができる。さらにまた、
良く知られた凝縮系物体を介して供給源および装置を接続している応用例に対して、音響
共振を用いて詳しく調べなければならない。
【００４３】
　本発明を、複数の好ましい実施形態について図示し説明してきたが、本発明の趣旨およ
び範囲から逸脱することなく、その形態および詳細に対する種々の変更、省略、および追
加を行なっても良い。
【００４４】
　尚、国際出願の英文明細書中にＪＩＳコードで表記できない箇所があったため、この翻
訳文では代替表記を使用した、具体的には、ある量Ｘの平方根は、
【００４５】
【数８】

のように、国際出願の明細書では「Ｘ」に「√」記号をかぶせて表現されていたが、便宜
上、翻訳文では（Ｘ）１／２と表現した。
【図面の簡単な説明】
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【００４６】
【図１】本発明の典型的な実施形態を例示する概略図である。
【図２Ａ】電場とともに半径ｒの高屈折率ディスク・キャビティに対する数値ＦＤＴＤ結
果を示す図である。
【図２Ｂ】２つの共振ディスク・キャビティ間の中距離結合に対する数値ＦＤＴＤ結果を
示す図である。当初、すべてのエネルギーは１つのキャビティ内にあり（左のパネル）、
しばらくして後、両方のキャビティは一様に励起される（右のパネル）。
【図３】２つの容量装荷型導電性ワイヤ・ループを示す概略図である。
【図４Ａ】外来物体からの散乱による共振ディスク・キャビティの放射Ｑの減少に対する
数値ＦＤＴＤ結果を示す図である。
【図４Ｂ】外来物体からの散乱による共振ディスク・キャビティの放射Ｑの減少に対する
数値ＦＤＴＤ結果を示す図である。
【図５】外来物体がある場合の２つの共振ディスク・キャビティ間の中距離結合に対する
数値ＦＤＴＤ結果を示す図である。
【図６Ａ】供給電力を、有用な動作（ηｗ）、装置における放射およびオーミック損失（
ηｄ）、供給源における放射およびオーミック損失（ηｓ）、ならびに人間内部の放散（
ηｈ）に変換する効率を、結合対κ／Γｄの関数として示すグラフであり、Γｗは、装置
に貯蔵されるエネルギーが最小になるように選択される。
【図６Ｂ】供給電力を、有用な動作（ηｗ）、装置における放射およびオーミック損失（
ηｄ）、供給源における放射およびオーミック損失（ηｓ）、ならびに人間内部の放散（
ηｈ）に変換する効率を、結合対κ／Γｄの関数として示すグラフであり、Γｗは、各κ
／Γｄに対する効率ηｗが最大になるように選択される。

【図１】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】
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【図６Ａ】

【図６Ｂ】
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